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地震（2003 年 5 月 26 日発生，M7.0）の被害に鑑み，2003年 5月，未対策箇所の耐震補強を




また，2004年 10 月 23 日，新潟県中越地震（M6.8震度 7）が発生した．上越新幹線の新川
口変電所において地震計が 846 ガルを記録し，浦佐～長岡間で付近を走行中の列車が脱線（と
き 325号，10 両のうち 8 両脱線）するという新幹線史上初めての事態となったが，幸いにも
乗客に怪我はなかった．上越新幹線のトンネル（魚沼トンネルなど 5 トンネル），橋梁（魚野
表-1.1 ＪＲ各社における高架橋柱の耐震補強の進捗状況（平成 15 年 7 月現在） 
    補強対象 対策済み 未対策 進捗率(%) 
新幹線 18,100 3,000 15,100 17 JR東日本 
在来線 12,500 8,700 3,800 70 
新幹線 17,600 10,400 7,200 59 
JR東海 
在来線 1,500 900 600 60 
新幹線 32,500 18,900 13,600 58 
JR西日本 
在来線 2,100 1,600 500 76 
   合 計 84,300 43,500 40,800 52 
 
表-1.2 ＪＲ西日本における高架橋柱の耐震補強の進捗状況（平成 15 年度末現在） 
    補強対象 対策済み 未対策 進捗率(%) 
岡山以東 18,300 17,300 1,000 95 
岡山以西 14,200 3,500 10,700 25 新幹線 
小計 32,500 20,800 11,700 64 
在来線 2,100 1,700 400 81 



















32,500 本 補強対象 
3 










地震の規模は単独で起きる場合が M8.4，今後 30 年以内での発生確率は 40％」と公表 7)する
とともに，2002 年 12 月，各地の震度予測結果も公表 8)した．これによると山陽新幹線は概
ね全区間で震度５弱～５強，あるいは地盤の状況によってはそれ以上の地震の影響を受ける
と推定されている．その後の検討の結果 2004 年 10月，今後 30 年以内の南海地震の発生確率































































































































































 「第６章 結論」では，各章で得られた結論を総括した． 





1)  鉄道施設耐震構造検討委員会：兵庫県南部地震による鉄道施設の被災に関する調査報告 
書，1997.12 
2)  東日本旅客鉄道株式会社：阪神・淡路大震災と鉄道（第 1編 被害と復旧），1996.3 
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表-2.1  維持管理の区分と内容 












































































































































































































































































































































































































表-2.2  鉄筋腐食度の評価基準 













































































































































































































   なお，高架橋の縦ばり・横ばり等他の部材についても検討し，中間スラブよりも耐力
上の余裕があることが確認されている．  
 ⑦第三者影響度 












































































































た．しかし，平成 12 年 7 月，補修工事中にＴ形橋脚張出し部の主鉄筋（直径 D32，材質 SD35）
の曲げ加工部において写真-2.1 に示すような鉄筋破断が発見された．破断箇所は複数箇所

















   十分な耐力を有している現状構造物を，今後とも健全な状態で維持管理していくために必
要な補修工法の適用の考え方が「山陽新幹線コンクリート構造物検討委員会」より提言４）さ
れた． 
  補修工法の適用の考え方は，部材ごとの変状の程度（叩き落とし率），コンクリートの中性 
写真-2.1鉄筋破断状況（山陽新幹線Ｔ形橋脚） 
 20







c 電気化学的工法により，主に中性化による鉄筋腐食の進行を抑制 再アルカリ化工法 
d 全面的に炭酸ガス，酸素，水分等の鉄筋腐食因子の侵入を抑制 全面表面処理工法 













































  鉄筋腐食度 塩化物 
イオン量 Cl－の判定７）  
Cl－≧0.6kg/m3 
塩化物 
イオン量 Cl－の判定７）  
Cl－≧0.6 kg/m3 
a６）  a a b または e c または e e d または e d または e 
START 
浮き箇所の有無３），４）  

















5ｍｍ未満  5～15mm 
Ⅱa 以下 





























































































































平成 15 年度施工※ 
（総数:2,000 本）    （総数:20,800 本） 
※平成 14 年度までは全て鋼板巻立て補強工法による補強 




年月 規定の名称 内 容 備考 




地震に関する規定は含まれていない   
大正 8 年 
6 月 










関 東 大 震 災
（大正 12年 9
月） 
昭和 5 年 建設局制定建工 169号 
橋梁標準設計 
「自重および土圧に対して水平震度 0.2 を考慮すること」を明記 初めて設計震
度を規定 
死荷重，土圧および水圧に対し地震の影響を考え，水平震度は，地方別
に 0.15～0.3 の値としている． 
昭和 30年 無筋コンクリートおよ
び鉄筋コンクリート土

































平成 4 年 
10 月 




















































































































































































































































  Vrd＝Mud／La 
 ④破壊形式の判定 


















































    
杭頭⑤   地中ばり④   
柱下端③  
上層ばり⑥   
柱上端①  柱上端②   
δ 
  変位量の着目点 
図 2.14(1) RC ラーメン高架橋の耐震性能評価の計算例 
(a)RC ラーメン高架橋（線路直角方向） (b)上下部一体の骨組解析モデル 
図-2.14(2) 静的非線形解析結果 
（荷重－変位関係） 













































杭頭⑤ 地中ばり④  
柱下端③ 
上層ばり⑥  





θ θy θ θn 




θ θy θ θn 




θ θy θ θn 




θ θy θ θn 




θ θy θ θn 
損傷ﾚﾍﾞﾙ 2 損傷ﾚﾍﾞﾙ 3 損傷ﾚﾍﾞﾙ 4 
図-2.15 各部材の損傷レベルの照査計算例 





















表-2.5 主な耐震補強法の分類 33) 
構造系への影響 補強形態 補 強 法 
鉄道高架橋に
対する指針類 
(a) 鋼板巻き補強 文献 34 
(b) 炭素繊維シート巻き補強  文献 35 
(c) アラミド繊維シート巻き補強 文献 36 
(d) スチールクロス巻き補強   
鋼板または新素材など
の補強材による被覆法 
(e) ＦＲＰ吹付け補強  文献 37 
(f) 鉄筋コンクリート巻き補強   
(g) 吹付けモルタル補強  文献 38 
(h) スパイラル筋巻き補強  文献 39 
コンクリート系材料に
よる部材増厚法 
(i) プレキャストパネル巻き補強 文献 40 
(j) 鉄筋挿入補強   
補強筋挿入法 
(k) ＰＣ鋼棒挿入補強   
構造系が変化しない 
上記の併用法 (l) (a)+(f)，(a)+(k)，(f)+(j)など   
(m) 壁増設   
(n) 柱増設   構造系が変化する 部材増設法 










































工 法 特 徴 記 事 





















































































































































を一周すると巻き上がる高さの 4 分の 1 だけ，順次ずらして柱側面に取り付け，セグメント
 
図-2.16 コンクリートセグメントと鋼より線を用いた耐震補強 























能評価を行った．ここでは，緊急耐震補強で例示された 6 工法の中から， JR 西日本におい
て施工実績のない工法を除外し，最近開発されたリブバー補強工法，一面せん断補強工法を
加えて本工法を含む 6 工法について性能の比較を行った． 





























表-2.8  施工上の課題 



































鋼板   



























補強 ○ × 


















































































































































2) 運輸省鉄道局：トンネル安全問題検討会 報告書，2000.12 
3) 松田好史，中村圭二郎，村田一郎：山陽新幹線トンネル安全総点検，トンネルと地下，
Vol.31，No.5，pp.65～75，2000.5 






























20) Norikazu Nomura，Toru Kakio，Yoshifumi Matsuda，Shinzo Nishibayashi：Investigation and 
Repair Process of Fractured Reinforcements due to ASR，Proc. of 12th Inter. Conf. on 







































































補強対象とする既設 RC 柱は，耐震設計指針（案）解説（昭和 54 年）3) 以前の基準（以下
「旧基準」と記す）に基づいて設計された RC ラーメン高架橋の柱（断面寸法 80cm×
80cm）とし，試験体は，既設柱の断面寸法を 5/8に縮小したもの（断面寸法 50cm×50cm）
である．基準となる試験体 N‐ 1 は，軸方向鉄筋 D22（SD295） 20 本と帯鉄筋φ 6
（SR235）＠94mmを配置し，補強がなされない場合にはせん断破壊するものである． 
比較対象とした試験体は，無補強の試験体 N‐1 の他，耐震設計指針（案）解説３）  に基
づき帯鉄筋量を増加した試験体 N‐2，運輸省通達「鉄道施設耐震構造検討委員会の提言に
基づく鉄道構造物の耐震性能に係る当面の措置について」（近運技一第 200号，平成 7 年 8
 44
月 4 日）および一連の緊急耐震補強に係る業務連絡や各補強工法ごとの設計指針 4),5),6) に準
拠して，試験体 N‐1を鋼板巻立て補強した試験体 PL‐1，炭素繊維シート巻立て補強した 
試験体 CF‐1，スパイラル筋巻立て工法で補強した試験体 SP‐4 の 5 体とした．また，本
工法による試験体は表-3.1 に示すように，試験体 N‐1 を円形セグメントと鋼より線で巻
き立てて補強した試験体 AP‐1 および試験体 AP‐2 と，試験体 N‐1 を扁平セグメントと


























































φ6@94mm （SR235） 帯鉄筋比 0.12% 
コンク
リート 設計基準強度 21 N/mm
2 
亜鉛めっき鋼より線 





























0 N/mm2 1 N/mm2 
＊1：無収縮モルタル注入 t=30mm 
＊2：エポキシ樹脂含浸接着 
＊3：補強筋比 0.33% 吹付けモルタルｔ=40mm 
           
 45
ことから 7) ,8) ，本工法による補強では鋼板巻立て補強と同等程度以上の変形性能の向上を
目指すこととした．試験体 AP‐1 と AP‐2 はせん断補強筋間隔の差について，試験体 AP































80cm×80cm の既設 RC 柱の場合，上記の理由からセグメント幅は 60cm を予定していたの






















(a) PL‐1 (b) CF‐1 (c) SP‐4  
 
(d) AP‐1 (e) AP‐2 (f) AP‐3 (g) AP‐4  













図-3.4 より円形セグメントが柱側面を拘束する力 1F は， 
 
11 sin2TF                         (式 3.1)  
 
扁平セグメントが柱側面を拘束する力 2F は， 
22 sin2TF              (式 3.2) 






















図-3.4 セグメント形状詳細と拘束効果（単位 mm） 
鋼より線  鋼より線  鋼より線  
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376 1950 1.93 540 
SP-4 336 1760 1.96 507 
AP-1,AP-2 365 1870 1.95 535 
軸方向鉄筋 D22 SD295A 
AP-3,AP-4 356 1933 1.84 531 
N-1,PL-1, 
CF-1 
362 1750 2.07 479 
SP-4 373 1810 2.06 489 
AP-1,AP-2 336* 3576* 2.13 493 
φ6 SR235 
AP-3,AP-4 314 1576 2.00 496 
帯鉄筋 
D13 SD295A N-2 382 2050 1.86 553 









6.4 SP-4 1285* 8540* 1.96 1450 
φ6.9 AP‐1 1172* 8180* 1.90 1512 
AP‐2 928* 6967* 1.90 1282 亜鉛めっき  鋼より線 
2号(a) 
1種A級 φ9.6 

















備   考 
N‐1 27.6 2.37 2.72 
N‐2 27.7 2.43 2.72 
PL‐1 27.9 2.62 2.80 
CF‐1 27.2 2.49 － 
SP‐4 29.3 2.55 2.84 
AP‐1 34.3 2.55 2.99 
AP‐2 34.5 2.61 3.03 




AP‐4 28.8 2.82 2.88 
AP‐1 49.2 3.54 3.18 
AP‐2 48.0 3.41 3.15 





40 N/mm2  
粗骨材の最大寸法20mm 
AP‐4 48.2 3.36 3.10 
無収縮 W/B=37% S/B=1.0 PL‐1 43.8 － － モル 

































































鉄筋が降伏する時点の変位ではなく予測降伏変位（δyc）7.5mm を用いて，δyc の 1，2，































b) 試験体 N‐2（耐震設計指針昭和 54 年版準拠） 
最初柱下端に曲げひび割れが発生，変形が進むに従って 2.2D（1100mm）までの柱中間部 
表-3.3 計測項目・計測器（AP‐3 の例） 
計測項目 計測器 容 量 個数 
載荷重 ロード セル 1000kN 2 
300mm 3 
200mm 4 試験体変位 変位計 
100mm 10 

























































図-3.7 計測器配置例（AP‐3） （単位 mm） 
鋼より線ひずみ計 
 53
a-1) 降伏付近 変位：1δyc 
(a) N‐1損傷状況 
a-2) 終局付近 変位：2δyc 
a-3) 載荷終了時 変位：3δyc 
b-1) 降伏付近 変位：1δyc 
b-2) 終局付近 変位：8δyc 





















e-1) 降伏付近 変位：1δy 
e-2) 終局付近 変位：8δy 





f-1) 降伏付近 変位：1δy 
f-2) 終局付近 変位：14δy 





g-1) 降伏付近 変位：1δy 
g-2) 終局付近 変位：14δy 







h-3) 載荷終了時 変位：14δy 
h-2) 終局付近 変位：12δy 





i-1) 降伏付近 変位：1δy 
i-2) 終局付近 変位：10δy 







その後水平変位 8δyc まで柱下端 1.2D（600mm）区間の曲げひび割れの進展はあるが，水
平荷重が一定の安定した状態が続く．水平変位 8δyc 以降は柱下端から約 0.6D （300mm）
区間の圧縮側コンクリートの圧壊（軸方向鉄筋の座屈，かぶりコンクリートのはらみ出し，
剥落）が生じて曲げ破壊した． 
c) 試験体 PL‐1（鋼板巻立て補強） 
試験時のひび割れ観察は不可能であった．試験体は水平荷重+304kN 水平変位+8.5mm で
軸方向鉄筋が降伏し，その後 10δyc まで水平荷重がほぼ一定の安定した状態が続く．図-
3.8 の写真 c-2)に示す鋼板を切断撤去した状態から推定すると試験体 N‐2とほぼ同様，柱
下端の圧縮側コンクリートの圧壊（軸方向鉄筋の座屈，かぶりコンクリートのはらみ出し，
剥落）が生じて曲げ破壊したものと推定される． 









































上記のように，試験体 AP‐1 と AP‐2 の損傷状況には特筆すべき差異は見られなかった． 



































































































































































































































































AP‐3 の荷重－変位性状の結果から，式 3.3 で推定されるような拘束の差であれば，荷重－
変位性状には大きな影響を与えないと考えられる．柱下端の補強区間の長さを変えた試験体

































にジャッキ載荷面側の軸方向鉄筋のひ 図-3.1 0 鉛直変位（AP‐3） 
















(a) 鉛直変位 -水平荷重  
(b ) 鉛直，水平変位時系列  


































3.11(1)および図-3.11(2)より， 2δy でせん断破壊した試験体 N‐1 を除き各試験体は変
位の増加とともに降伏領域が上方に拡大していく．終局時において 2.4Ｄ（1200mm）で軸











みの値を示したものである．試験体 PL‐1 については鋼板のひずみ，試験体 CF‐1 につい
ては炭素繊維シートのひずみ，試験体 SP‐4については細径異形 PC鋼棒のひずみ，試験体
AP‐1，2，3，4については鋼より線のひずみを帯鉄筋ひずみの右側に示した． 
a) 試験体 N‐1（補強なし，旧基準既設柱） 
帯鉄筋は 1δyc で最大約 700μのひずみが生じている．この値は他の補強されている試験
体に比べ大きい値となっているが，これは他の試験体に比較してせん断補強鋼材量が少ない
ためである．2δyc では柱基部から 1.8D（920mm）の帯鉄筋が降伏し，3δycでは柱基部か
ら 1.5D（740mm）の帯鉄筋も降伏している．なお，試験体は 3δyc＝22.5mmの 2サイクル
目でせん断破壊している． 
b) 試験体 N‐2（耐震設計指針昭和 54 年版準拠） 
水平変位の増大に伴って，帯鉄筋のひずみは徐々に増大し，10δyc では柱基部から 0.7D
（360mm）の帯鉄筋が降伏している． 





これは鋼板の鋼材量が多く，帯鉄筋比で示すと 1.28%と試験体 N‐2 の約 2 倍の補強筋量と
なることによるものと考えられる． 































































































(a) N-1 (b) N-2 

























































































































(f) AP-1 (g) AP-2 
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e) 試験体 SP‐4（スパイラル筋巻立て工法補強） 
柱基部より 0.7D（360mm）の位置の帯鉄筋が 8δy で降伏した．また，柱基部より 0.4D
（190mm）の位置の細径異形 PC 鋼棒のひずみ増加が 6δy 以降に顕著である．すなわち，
当初は帯鉄筋が主にせん断破壊に抵抗し，帯鉄筋が降伏すると細径異形 PC 鋼棒が主にせん
断破壊に抵抗するようになるものと考えられる． 
f) 試験体 AP‐1（円形セグメントを用いた補強） 






g) 試験体 AP‐2（円形セグメントを用いた補強） 
柱基部より 0.7D～1.5D（360～740mm）までの帯鉄筋が 6δy で降伏した．その後帯鉄筋






基部から 0.2D（100mm）の位置の鋼より線の最終ひずみが試験体 AP‐1 より AP‐2 のほ
うが小さいのは，鋼より線の端部の余巻きの関係で，AP‐2のほうが最下端部に多くの鋼材
量が配置されていることが一因と考えられる． 
h) 試験体 AP‐3（扁平セグメントを用いた補強） 
柱基部より 1.5D（740mm）の帯鉄筋が 4δy で降伏し，柱基部より 0.7D～1.8D（360～















(a) 1δy (b) 2δy 
載荷面 載荷面 
 
(c) 4δy (d) 6δy 
 
(e) 8δy (f) 10δy 
 





(a) 変位：1δy (b) 変位：2δy 
(h) 変位：14δy (g) 変位：12δy 
(f) 変位：10δy (e) 変位：8δy 
(d) 変位：6δy (c) 変位：4δy 
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テップにおける繰返し回数が 2 回ずつと 3 回ずつであることの相違がある．町田らの研究





試験体 N-1 N-2 PL-1 CF-1 SP-4 AP-1 AP-2 AP-3 AP-4 
降伏荷重  Ｐy（kN） 286 301 304 289 331 303 322 333 326 
降伏変位  δy（mm） 8.4 9.0 8.5 9.2 8.3 7.5 7.6 9.3 9.0 
最大荷重  Ｐmu（kN） ― 335 359 378 378 384 384 388 387 
最大荷重変位δmu（mm） ― 48.9 60.0 120 62.1 89.5 91.9 93.3 74.2 




じん性率  δu／δy 2.7 8.3 10.6 13.0 8.6 15.4 14.8 12.7 10.6 
せん断耐力 Ｖ ydca l（kN） 274 683 1198 1289 825 809 688 717 713 
耐力比   Ｖ ydca l／Ｐmuca l 0.75 1.87 3.27 3.53 2.29 2.07 1.76 1.90 1.90 
降伏荷重  Ｐycal（kN） 285 285 286 285 282 308 308 298 296 
降伏変位  δycal（mm） 7.2 7.2 7.2 7.3 6.4 6.8 6.8 6.6 6.7 
最大荷重  Ｐmucal（kN） 365 366 366 365 360 390 390 378 376 
最大荷重変位δ m u c a l（m m） ― 46.8 70.9 51.8 69.2 50.7 45.1 45.7 38.5 




じん性率  δucal／δycal ― 10.5 13.9 11.1 15.3 11.5 10.7 11.2 9.9 
Ｐy／Ｐycal 1.00 1.06 1.06 1.01 1.17 0.98 1.05 1.12 1.10 












表-3.4 および図-3.14 より，試験体 N‐1（補強なし，旧基準既設柱）はせん断破壊して
いるが，耐震補強した試験体はいずれも，軸方向鉄筋が降伏した後も水平荷重を維持する安
定した変形性能を示している．特に，試験体 AP‐1，2，3，4 は他の補強工法と同等もしく
はそれ以上の変形性能を有しており，試験体 AP‐1，2 ，3 では変形性能にほとんど違いの
見られないことがわかる．また，下部に無補強区間（0.25D）を設けた AP‐4 の変形性能は，





































































耐震設計標準では最大荷重点に対応する変位（損傷レベル 2 限界点の変位） mの算定式を，
躯体変形による 変位 0m とフーチング内からの軸方向鉄筋抜出しによる回転変位 1m との和
として定式化し，躯体変形による変位 0m を塑性ヒンジ部以外の曲げ変形による変位 mbと
塑性ヒンジ部の曲げ変形による変位 mpとの和として算出することとしている． 
  すなわち，最大荷重点に対応する変位（損傷レベル 2限界点の変位）は， 
















































































































(a) 降伏荷重の比較  (b) 降伏変位の比較  
(c) 最大荷重の比較  (d) 最大荷重時変位の比較  
(e) 終局変位の比較  
図-3.1 5 計算値と実験値の比較 
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うち，塑性ヒンジ部の曲げ変形による変位 mpを帯鉄筋比 wp の関数として与えている． 
2/papmmp LL                                   (式 3.5) 
ここに， aL  ：せん断スパン 
pL  ：等価塑性ヒンジ長 
 ap LdL 05.05.0  
d   ：断面の有効高さ 
pm  ：塑性ヒンジ部の回転角 
013.0021.0 0 wwpm pk              (式 3.6) 
ただし， 04.0pm                   (式 3.7) 
0wk  ：帯鉄筋強度を考慮する係数 
  390/0 wyw fk  
wyf  ：帯鉄筋の引張降伏強度（N/mm2） 








013.0021.0 0 swswwpm pkpk            (式 3.8) 
ただし， 07.0pm                  (式 3.9) 
ここに， wsk  ：鋼より線強度を考慮する係数 
 390/syws fk  
syf  ：鋼より線の引張降伏強度（N/mm2） 











式 3.8 において は，鋼より線の円周方向引張力がセグメントを介して面的に既設 RC 柱
を拘束するために塑性ヒンジの変形性能が向上する効果を回転角に考慮したもので，図-
3.16(a)より 03.0 とすることができる．ここでは，既設 RC 柱の帯鉄筋と補強材として
の鋼より線が全体として式 3.6の ww pk 0 として挙動するものと考え，式 3.9に示すように，
塑性ヒンジ回転角 pmは耐震設計標準に式 3.7 で示される上限値に 0.03 を加えた 0.07 を上

































































す．一点鎖線は式 3.8 により補正した塑性ヒンジ回転角 pmを用いた同試験体の計算値の平
均値であるが，実線で示す同試験体の実験値の平均値とよく一致している． 
  図-3.17 は，最大荷重時の変位および終局変位について，実験値と式 3.8により補正した 
計算値を対比したものである．両者は概ね一致している． 


















(a) 最大荷重時変位の比較  (b) 終局変位の比較  










































解析対象とした試験体は，表-3.1 に示した試験体 AP-2である．解析においては表-3.2 に
示した物性値を使用した． 





































凡例：   ひび割れ 























張側に Hordijk 18) の引張破壊エネルギー
に基づく非線形軟化曲線を用い，圧縮側
には Feenstra 19) の圧縮破壊エネルギー
に基づく非線形軟化曲線を用いた．また，




















 図-3.21 および表-3.5に水平荷重－水平変位関係の解析結果を実験結果と併せて示す． 
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軸方向鉄筋の引張側のひずみの解析結果は，1δy において柱基部から 185mm までは実験
結果とほぼ一致している．しかし，185mmより上部では解析結果のひずみは実験結果に比べ
大きくなっている．2δy においても，同様に解析結果のひずみが実験結果よりも少し大きい．































































6δy において柱基部から 360mm のひずみが増大し，8δy では 500mm 付近のひずみが卓越
した分布を示しているが，解析結果においても 6δyにおいて柱基部から 360mmのひずみが
増大している．解析結果では，8δy以降は実験結果と解析結果ではひずみが卓越する位置が






































































































































⑤ 終局状態における軸方向鉄筋の降伏域は，柱基部から 0.6D （D：柱断面高さ）よりも大
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 第 3章で示したように鋼より線に引張力 Tが作用した場合，円形セグメントが柱側面を拘
束する力 F１は， 
    F１＝２T・siNθ１                       （式 4.1） 
扁平セグメントが柱側面を拘束する力 F２は， 
F２＝２T・siNθ２                       （式 4.2） 
となり，式 4.1 および式 4.2より， 





式 4.3 より，柱側面を拘束する力の比 F２／F１（以下「拘束比」という）は，それぞれの円
弧部半径の比の逆数となる． 

















 拘束効果 経済性 施工性 ひび割れ視認性 支圧強度 
円形セグメント ○ △ △ ○ ○ 









第 3章で述べた試験体 AP-2，AP-3 の実験結果を参考に，鋼より線の配置を 10cm間隔とし















と試験体扁平Ⅰシリーズを 3種類ずつの合計 8 種類とし，実物大実験においては各 2体ずつ
支圧試験を行った．扁平Ⅱシリーズは扁平Ⅰシリーズの拘束比を約 1/2 にしたもので，端部
厚さ 25mmはセグメント製作時の粗骨材の最大寸法 20mmを考慮したものである． 













     表-4.2 検討対象としたセグメント形状 












80mm  円形 80① 扁平Ⅰ80 ―― 
40mm 円形 40  扁平Ⅰ40② 扁平Ⅱ40 
25mm 円形 25 扁平Ⅰ25 扁平Ⅱ25 
注①：第 3 章の交番載荷試験の試験体 AP-2 に用いたセグメント 





















円形 80 偏平Ⅰ80 
偏平Ⅱ40 円形 40 
円形 25 
偏平Ⅰ40 
偏平Ⅰ25 偏平Ⅱ25  
 










































































































支圧強度解析の対象とするセグメントは，第 3 章で交番載荷試験を行った試験体 AP-2 の






    ａ)メッシュ分割 10mm            ｂ)メッシュ分割 20mm 
             図-4.5 最大主ひずみベクトル 
 
 
    ａ)メッシュ分割 10mm            ｂ)メッシュ分割 20mm 












































































































水平方向 対称面 スパイラル鋼線直下 
  (ａ)円形セグメント                (ｂ)扁平セグメント 




































































鋼より線が破断した．鋼より線は，円形 80-1 で②の位置，円形 80-2 で⑩の位置で，いずれ
表-4.3(1) 使用材料試験結果 










2 号(a)1 種 A 級 
1044 7800 1.8×10５ 1481 
            鋼より線の降伏強度は 0.2%耐力 
表-4.3(2) 使用材料試験結果 








     扁平Ⅱ40-1 
48.1 3.44 3.04×104 
円形 80-2，扁平Ⅰ80-2 
     扁平Ⅱ40-2 
43.6 3.32 3.09×104 
円形 40-1，扁平Ⅰ40-1 
     扁平Ⅱ25-1 
47.7 3.57 3.14×104 
円形 40-2，扁平Ⅰ40-2 
     扁平Ⅱ25-2 
46.1 3.42 3.11×104 

















・円形 40 は，円形 40-1 の①で鋼より線ひずみが 22500μに達した時点で支圧破壊，円形 40-2
の⑤で鋼より線ひずみが 9400μに達した時点で支圧破壊し，順次その他のコーナー部が支圧
破壊した．鋼より線は，円形 40-1 で①の位置，円形 40-2 で①の位置で，いずれもセグメン
トと接触している側のより線が破断した． 
・円形 25 は，円形 25-1 の⑤で鋼より線ひずみが 17300μに達した時点で支圧破壊，円形 25-2
の⑤で鋼より線ひずみが 3800μに達した時点で支圧破壊し，順次その他のコーナー部が支圧




・扁平Ⅰ80 は，扁平Ⅰ80-1 の⑤で鋼より線ひずみが 12700μ に達した時点で支圧破壊し順次




























写真-4.3 および写真-4.4 に各セグメントの破壊状況を示す． 
 







写真-5.3 セグメント破壊状況  
 
（２）荷重－変位関係 













（ｃ）円形 25 （ｆ）偏平Ⅰ25 （ｈ）偏平Ⅱ25 
（ｂ）円形 40 （ｅ）偏平Ⅰ40 （ｇ）偏平Ⅱ40 
（ａ）円形 80 （ｄ）偏平Ⅰ80 







ント 2体ずつ合計 8 隅の破壊状況を見ると以下のようになる． 
鋼より線の降伏ひずみ 7800μ 以下で支圧破壊する箇所は，円形 40 で 0/8，円形 25 で 1/8，
































1 494 66 392 45 － － 80 
2 477 66 459 54 － － 
1 481 63 428 60 413 63 40 
2 445 56 424 60 411 62 
1 445 57 407 50 315 40 25 
2 418 48 397 49 379 49 
 
 




























































































































破壊する個所は，円形 40 で 0/8，円形
25 で 0/8，扁平Ⅰ80 で 0/8，扁平Ⅰ40
で 1/8，扁平Ⅰ25 で 2/8，扁平Ⅱ40 で






















 図-4.12 に示すセグメント中央部③－⑧の位置の鋼より線のひずみが，降伏ひずみ 7800μ
を超える時点までのセグメント上の鋼より線のひずみ分布の推移を図-4.16 に示す．図中の



































































































































0 2000 4000 6000 8000 10000
ひずみ（μ）
スパイラル鋼線ひずみ分布（偏平Ⅱ25-2）























0 2000 4000 6000 8000 10000
ひずみ（μ）
スパイラル鋼線ひずみ分布（偏平Ⅱ40-2）




(ｂ)円形 40 (ｅ)扁平Ⅰ40 (ｇ)扁平Ⅱ40 




























構成による区分 素線の標準引張強さ 亜鉛付着量による区分 
2 号（ａ） 1 種 Ａ級 
7 本より 最終冷間加工後の接続なし 1230N/mm２ 厚めっき 
 
表-4.6 鋼より線の材料特性（規格値） 
構成素線数／標準素線径 計算外径 計算断面積 引張荷重(1 種) 標準質量(参考) 
7/2.30 (本／㎜) 6.9 ㎜ 29.1mm2 32.8kN 以上 230 ㎏/㎞ 
7/3.20 (本／㎜) 9.6 ㎜ 56.3 mm2 63.7kN 以上 446 ㎏/㎞ 
7/4.00 (本／㎜) 12.0 ㎜ 88.0 mm2 99.1kN 以上 696 ㎏/㎞ 
7/4.50 (本／㎜) 13.5 ㎜ 111.0 mm2 126kN 以上 881 ㎏/㎞ 









標準素線径 引張荷重(1 種) 伸び 亜鉛付着量(Ａ級) 
2.30 ㎜ 5.09kN 以上 3.0%以上 200g/m2 以上 
3.20 ㎜ 9.90kN 以上 4.0%以上 230g/m2 以上 
4.00 ㎜ 15.4kN 以上 4.0%以上 250g/m2 以上 
4.50 ㎜ 19.5kN 以上 4.0%以上 270g/m2 以上 









 引張荷重(1 種) 外径 標準質量 
規格値 ≧63.7ｋＮ （9.60）mm （446）㎏/㎞ より線 
7／3.20 試験値 85.1 9.70 448 
 
表-4.9 素線の材料試験値 
 素線径 引張荷重 標準引張強さ 伸び 亜鉛付着量 
規格値 3.20±0.08mm ≧9.90kN （1230N/mm2） ≧4.0% ≧230g/m2 
1 3.24 12.20 1480 5.5 417 
2 3.23 12.54 1530 4.5 399 












定着端部を 2 重巻きとし，2 重巻きの重なり部分をワイヤグリップを用いて柱の 4 隅におい
て，重ね継ぎを行い定着することとした． 
 柱下端部においては地中に埋設されることから，乾湿の繰返しによる腐食を避けるため地








































    ①亜鉛めっき鋼線を螺旋状（より角度は 20～25°，螺旋内径は適用鋼より 
線の外径の約 80%）に加工する． 
 
    ②規定の本数※を束ね鋼線がばらけないよう鋼線相互を接着剤で密着させる． 
 











































































































O，A 点および B 点の綱の張力を T，綱の AB 部が杭か
ら受ける垂直抗力を dN，∠AOB＝dθ とすると，力の釣
り合いから 
     dN＝T・dθ                       （式 4.4) 
次に，B 点に働く引張力を少しずつ緩めて，張力が T' になった時，綱が滑り始めたとす
れば，綱と杭との間の摩擦係数を μとすれば， 
      T－T'＝μ・ｄN                      （式 4.5） 
Ｔ－Ｔ'が小さいとき，T－T'＝ｄTとすると 
      ｄT＝μ・ｄN＝μ・T・dθ 
両辺を Tで割ると 
      d
T
dT                        （式 4.6） 
となり，張力の差 dTが dθの増加とともに大きくなっていくことがわかる． 





















T                             （式 4.7） 
となる．すなわち，綱を杭に一巻きすると，張力は式 4.7 の右辺で与えられる比だけ変化す
ることがわかる．例えば，綱と杭との摩擦係数を 0.5とした場合は， 
     exp（2πμ）＝exp（3.14）＝23 





















































































































時 1500N までは W1 荷重に対して W2，3 荷重も追随して上昇しているが，それ以上の荷重
































































① 室内試験結果からは，鋼より線に 790N程度の緊張力を導入する必要がある． 
② 鋼より線がセグメントに密着する限界の摩擦力は，250N 程度である． 













和 39年～昭和 44年の平均腐食速度の約 1/4 に減少している． 

























          
 
 





    ※ めっき付着量が 90%になった時点で鉄素地から錆が発生すると仮定した 
（JIS H8641溶融亜鉛めっき解説） 
 















表-4.10 腐食減量 5） 
各期間での全腐食減量（g/m２） 
試験場所 
1 年 3 年 5 年 10 年 
福井（70m） 26.3 53.6 69.9 182.9 
福井(140m) 16.8 39.0 66.6 162.1 
福井(210m) 15.3 36.9 61.8 138.6 
奈良 2.5 17.0 22.6 43.9 








福井（70m） 18.3 22 
福井(140m) 16.2 25 
福井(210m) 13.9 29 
奈良 4.4 91 































 10 年間の大気暴露試験の腐食減量測定結果から算出した推定耐用年数を表-4.11 に示す．
本工法で用いている亜鉛めっき鋼より線の亜鉛付着量は，表-4.9から約 400 g/m2以上と考え
られるので，亜鉛めっきの耐用年数は，海岸地域で約 20～30 年，田園地域で約 90 年，都市
工業地域で約 50年と推定できる． 
 また同協会では，海岸地域のような激しい腐食環境における溶融亜鉛－アルミニウム合金
めっきについて，付着量 350 g/m2の ZN-5%Al合金めっきの場合で推定耐用年数は 30～50年，















鉄筋の耐食性に関する既往の研究では，例えば 3 年 6 ヶ月の暴露結果が示されている 10)．空
気中に露出した部分，コンクリートに 1～2cm入った部分，コンクリートに 2cm入った部分



















































以下で支圧破壊する個所は，端部厚さが 40mmで拘束比が 0.62 の扁平セグメントの場合全





































⑥（社）日本溶融亜鉛鍍金協会で実施している直近の平成 4 年（1992 年）から 10 年間の長
期大気暴露試験から得られた腐食速度のデータは，現在の各腐食環境に最もよく対応した
値であると考えられる．亜鉛めっき鋼より線の耐食性については，亜鉛めっき鋼より線の
平均亜鉛付着量を約 400 g/m2とした場合の耐用年数は，海岸地域で約 20～30 年，田園地














5)  国土交通省監修 鉄道総合技術研究所編：鉄道構造物等設計標準・同解説(コンクリート構造
物)，2004.4 
6） 例えば，東京電力株式会社：電気機器材料標準仕様書，6E-69巻付グリップ 











































5.2.1  試験体の諸元および使用材料 
試験体を図-5.1 および表-5.1 に示す．試験体は，図-5.1 に示すように，中央の載荷部の
左右に，第 3 章の交番載荷試験で用いた柱試験体 AP-2 のく躰部分を配置したもので，長さ
4m のはり試験体である．ボンド試験体は円形セグメント外周に 50mm のモルタルを打設し
鋼より線をボンドの状態にしたもので，アンボンド試験体は鋼より線がアンボンドの状態の




図-5.1 試験体形状図 (単位:mm) 




主筋 D22‐20 本（SD295） 
帯鉄筋φ6（SR235） 
帯鉄筋 D13（SD295）中央補強区間 6 本 
支点および加力部は鋼板で補強 
主鉄筋ははり端部に設置した鋼板に定着 








補強対象とする既設柱は，第 3 章で用いた試験体 N-1 で，耐震設計指針（昭和 54 年）以
前の基準に基づいて設計された，RC ラーメン高架橋の柱（断面寸法 80cm×80cm）の断面寸
法を 5/8（断面寸法 50cm×50cm）に縮小したものである．図-5.2 に示す補強前試験体は中央
の載荷部の左右に試験 N-1を配置したもので，主鉄筋 D22（SD295）20 本と帯鉄筋φ6@94mm
を配置し，補強されない場合にはせん断破壊するものである．（第 3 章試験体 N-1 の実験結
















鉄筋 D22 SD295A 
アンボンド 
ボンド 339 1928 1.76×10
5 501 









（2 号 1 種） 








アンボンド 27.9 2.75 2.90×104 
ｺﾝｸﾘｰﾄ f ’ck 21N/mm
２ 
Gmax 13mm ボンド 28.0 2.59 2.64×104 
モルタル f ’ck 40N/mm２ ボンド 49.7 3.70 2.96×104 
アンボンド 47.4 3.53 3.15×104 ｺﾝｸﾘｰﾄ 
ｾｸﾞﾒﾝﾄ 
f’ck 40 N/mm2 





試験体 躯躰 補 強 鋼より線 付着状況 備   考 
アンボンド 



















































断面③ ,⑥の  
ひずみ測定位置 
断面① ,②,④,⑤の  
ひずみ測定位置 



























図-5.7 変位測定位置 (単位：mm) 
図-5.6 主鉄筋ひずみ測定位置 
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 
断面① ,②,③,④の 
ひずみ測定位置 














 アンボンド試験体 ボンド試験体 
降伏変位 13.3mm 13.3mm 
降伏荷重 600 kN 615 kN 





1δy以下 120 kNで中央部に曲げひび割れ発生 96 kNで中央部に曲げひび割れ発生 





















軸方向鉄筋 2本破断 荷重低下 
22δy  試験体下部中央のかぶりコンクリー
ト剥落 
23δy  軸方向鉄筋 2本破断 
25δy 軸方向鉄筋 2本破断 荷重低下  











































アンボンド試験体              ボンド試験体 






アンボンド試験体              ボンド試験体 















































アンボンド試験体               ボンド試験体 






アンボンド試験体               ボンド試験体 















































アンボンド試験体               ボンド試験体 























































(b) 底面 セグメント撤去後(アンボンド試験体) 
(a) 側面 セグメント撤去後(アンボンド試験体) 
(c) 側面 モルタル撤去後(ボンド試験体) 
(d) 底面 モルタル撤去後(ボンド試験体) 
(e) 側面 セグメント撤去後(ボンド試験体) 























































(a) アンボンド試験体 （左） 
(b) アンボンド試験体 （右） 
(c) ボンド試験体 （左） 
























に示したように，アンボンド試験体で 13.3mm・600kN，ボンド試験体で 13.3mm・615kN と
ほぼ同等であった．その後，変位の増加に伴いボンド試験体の方がわずかに荷重が大きい状
態で推移する． アンボンド試験体は，変位 267mm で最大荷重 884kN を示し，変位 323mm
で引張側の軸方向鉄筋が破断して荷重が低下した．ボンド試験体は，変位 229mm で最大荷





































































































































































































































































































 帯鉄筋断面方向ひずみ分布を図-5.13 に示す．縦軸は，試験体中央位置を 0として上下に
取り付けたひずみゲージの位置を示す．帯鉄筋は 403mm 角で加工されているので位置の絶



















































































































































































































 (d) 中央から-888mm 
(b)ボンド試験体 






















































































































































































































    軸方向鉄筋：トラス要素 
    帯鉄筋：埋め込み鉄筋要素 
    鋼より線：3次元梁要素 







































































































































































































































































図-5.20 鋼より線のひずみ分布（梁中央より約 500mm の断面） 
 148 
③ 軸方向鉄筋のひずみ分布 
 図-5.21 にモルタル部を考慮したボンドモデル，今回のモルタル部を除いたボンドモデル 
およびアンボンドモデルの軸方向鉄筋のひずみ分布を示す．着目したひずみは，試験体下部 
中央の引張側鉄筋である． 





















































































弾性係数 線膨張 係数 熱伝導率 
比熱 
×密度 材  料 モデル 
kN/m2 1/℃ kJ/m・h・℃ kJ/m
3・℃ 
ポアソン比 
柱コンクリート 平面要素 2.50E+07 1.0E-05 9.4 2415.00 0.2 
セグメント 平面要素 3.10E+07 1.0E-05 9.4 2415.00 0.2 


































 図-5.23(1) は 1 日で±15℃の温度変化を連続して 48 時間与えた結果と 168 時間与えた短











































































































































































（2003 年 3 月 1日～2004年 2 月 29 日），
柱中間位置の円周方向測点 NO.9～14 は






















































































































































































-500 0 500 1000 1500 -500 0 500 1000 1500 
（a）セグメント中央測点 （b）セグメント間測点 
（N） （N） 



























































図-5.29 に円周方向測点の鋼より線張力分布の経時変化を，図-5.30 に円周方向 8 測点の鋼
































 図-5.29 円周方向鋼より線張力分布の経時変化 
鋼より （N） 


































































































































































































































地震についての検討が鋭意推進されている．2004 年 10 月，政府の地震調査委員会において
今後 30年以内の南海地震の発生確率は 40％程度から 50％程度に引き上げられた．また，2004








































































































































mの算定式を，躯体変形による 変位 0m とフーチング内からの軸方向鉄筋抜出し
による回転変位 1m との和として定式化し，躯体変形による変位 0m を塑性ヒンジ部
以外の曲げ変形による変位 mbと塑性ヒンジ部の曲げ変形による変位 mpとの和と
して算出することとしている． 
  すなわち，最大荷重点に対応する変位（損傷レベル 2限界点の変位）は， 








帯鉄筋比 wp の関数として与えている． 
2/papmmp LL                                   (式 6.2) 
 165
ここに， aL  ：せん断スパン 
pL  ：等価塑性ヒンジ長 
 ap LdL 05.05.0  
d   ：断面の有効高さ 
pm  ：塑性ヒンジ部の回転角 
013.0021.0 0 wwpm pk              (式 6.3) 
ただし， 04.0pm                   (式 6.4) 
0wk  ：帯鉄筋強度を考慮する係数 
  390/0 wyw fk  
wyf  ：帯鉄筋の引張降伏強度（N/mm2） 







013.0021.0 0 swswwpm pkpk            (式 6.5) 
ただし， 07.0pm                  (式 6.6) 
ここに， wsk  ：鋼より線強度を考慮する係数 
 390/syws fk  
syf  ：鋼より線の引張降伏強度（N/mm2） 
sp  ：鋼より線比（せん断補強筋比） 
ここでは，既設 RC 柱の帯鉄筋と補強材としての鋼より線が全体として式 6.3 の
ww pk 0 として挙動するものと考え，式 6.6に示すように，塑性ヒンジ回転角 pmは耐
震設計標準に式 6.4で示される上限値に 0.03を加えた 0.07を上限値とした． 
式 6.5 において は，鋼より線の円周方向引張力がセグメントを介して面的に既
設 RC 柱を拘束するために塑性ヒンジの変形性能が向上する効果を回転角に考慮し
























































































































































































































































































記  録 
詳細調査 









































 ・事後維持管理 2)の対応で良い． 
 ・既設 RC 柱やセグメントに有害なひび割れが生じた場合は，既設 RC 柱を仮受けするな
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1） 運輸省鉄道局監修 鉄道総合技術研究所編：鉄道構造物設計標準・同解説(耐震設計)，
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5)  日本コンクリート工学協会：コンクリート診断技術’04，2004.1 





















年から 2002年の 3 年間の道程の中で，維持管理に配慮した既設 RC柱の新しい耐震補強方法
を着想し研究を進めてきた一連の成果をまとめたものです．この間，研究を進めるにあたり，
多くの方々からご指導ご協力を頂きました． 











また，本論文のまとめに際し，京都大学大学院教授 田村 武 博士，京都大学大学院教授    
朝倉俊弘 博士，京都大学大学院教授 岡 二三生 博士，京都大学大学院教授 大津宏康 博士
からは，示唆に富んだご指導とご教示を賜わりました．心よりお礼申し上げます． 




ト構造研究室長(当時) 佐藤 勉 博士には，試験体の変形性能評価に係わる具体的な助言を頂










































                               
 
 
